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１. 2023年12月期第1四半期の連結業績（2023年1月1日～2023年3月31日） 
（１）連結経営成績（累計）                                      （単位：米ドル（千円）、％表示は、対前年同四半期増減率） 

 
売 上 高 営業利益 税引前四半期純利益 

当社株主に帰属する 

四半期純利益 

  ％  ％  ％  ％ 

2023年12月期 ― 
－ 

△ 2,963,243 
－ 

△ 2,917,504 
－ 

△ 2,917,504 
－ 

第1四半期 ― (△ 397,459) (△ 391,324) (△ 391,324) 

2022年12月期 ― 
－ 

△ 3,410,012 
－ 

△ 3,386,417 
－ 

△ 3,386,417 
－ 

第1四半期 ― (△ 457,384) (△ 454,220) (△ 454,220) 

（注）四半期包括利益 2023年12月期第1四半期  △ 2,919,046米ドル（△ 391,531千円）（－％）  

2022年12月期第1四半期  △ 3,393,852米ドル（△ 455,217千円）（－％） 

 

（単位：米ドル（円）） 

 
１株当たり当社株主に 

帰属する四半期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当社株主に 

帰属する四半期純利益 

2023年12月期 △ 0.06  
－ 

第1四半期 (△ 8)  

2022年12月期 △ 0.07  
－ 

第1四半期 (△ 9)  

（注）①１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益はASC Topic 260「1株当たり利益」に基づいて算出しております。 

②潜在株式調整後１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益については、１株当たり当社株主に帰属する四半期純損失であるため記載しておりません。 
 

（２）連結財政状態                                                  （単位：米ドル（千円）） 

  総 資 産 
資本合計 

株主資本 株主資本比率 
（純資産） 

     ％ 

2023年12月期 71,132,845 67,726,252 67,726,252 
95.2 

第1四半期 (9,541,048) (9,084,122) (9,084,122) 

2022年12月期 
74,154,905 70,242,035 70,242,035 

94.7 
(9,946,397) (9,421,564) (9,421,564) 

（注）当社の2023年及び2022年12月期第1四半期並びに2022年12月期の要約連結財務諸表の原文は米ドルで表示されています。連結経営成績及び連結財

政状態について、カッコ内に表示されている金額は、便宜上、2023年4月28日現在の三菱UFJ銀行の対顧客電信直物相場の仲値に基づき、1米ドル=134.13円

で換算された金額です。また記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

 



 

 

 

２．配当の状況                      （単位：米ドル（円）） 

 
年間配当金    

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期 末 合 計    

2022年 12月期 ― ― ― 0.00 0.00    
2023年 12月期 ―        

2023年 12月期(予想)  － － 0.00 0.00    

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：有・無 

 

３．2023年12月期の連結業績予想（2023年1月1日～2023年12月31日） 

2023年12月期の連結業績予想につきましては、現時点で合理的な予測が困難な状況であるため記載しておりません。詳細

については、【添付資料】3ページ「連結業績予想に関する定性的情報」に記載しております。 

 
 
 
※ 注記事項 

 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 
：有・無 

 新規 社 (社名)  除外   社 (社名)  
 

 

 

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ：有・無 
 

 

 

（３）会計方針の変更 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：有・無 

② ①以外の会計方針の変更 ：有・無 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数(自己株式を含む) 2023年12月期1Ｑ 49,046,246株 2022年12月期 49,046,246株 

②  期末自己株式数 2023年12月期1Ｑ －株 2022年12月期 －株 

③  期中平均株式数(四半期累計) 2023年12月期1Ｑ 49,046,246株 2022年12月期1Ｑ 49,043,246株 

 
 
※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

・当社は金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続を受けていません。 
 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・2023年12月期の業績予想が判明次第、お知らせいたします。 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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1. 四半期決算に関する定性的情報 

当社の定性的情報の原文は米ドルで表示されています。連結経営成績及び連結財政状態に関する定性的情報について、カッコ内に表

示されている金額は、便宜上、2023年4月28日現在の三菱UFJ銀行の対顧客電信直物相場の仲値に基づき、1米ドル=134.13円で換算さ

れた金額です。また記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

（1） 連結経営成績に関する定性的情報 

2023年3月31日に終了した3ヶ月（以下、当第1四半期連結累計期間と表記）と2022年3月31日に終了した3ヶ月（以下、前年同期と表記）

の比較 

 

研究開発及びパテント費 

当第1四半期連結累計期間及び前年同期の研究開発及びパテント費は、それぞれ1.5百万米ドル（201百万円）及び2.1百万米ドル（281

百万円）でした。当該0.6百万米ドル（80百万円）の減少は、主としてMN-166（イブジラスト）に係る製造費用が減少したことによる

ものです。 

 

一般管理費 

当第1四半期連結累計期間及び前年同期の一般管理費は、それぞれ1.5百万米ドル（201百万円）及び1.3百万米ドル（174百万円）でし

た。当該0.2百万米ドル（26百万円）の増加は、主として業績目標に対する達成度に基づく（一般管理業務にかかわる）役職員への株

式報酬費用が増加したことによるものです。 

 

受取利息 

当第1四半期連結累計期間及び前年同期の受取利息は、それぞれ0.5百万米ドル（67百万円）及び0.0百万米ドル（5百万円）でした。当

該0.5百万米ドル（67百万円）の増加は、主として現金及び長期性預金に係る金利が上昇したことによるものです。受取利息は、現金

及び現金同等物ならびに投資に係る利息で構成されています。 

 

その他の費用 

当第1四半期連結累計期間及び前年同期のその他の費用は、それぞれ0.5百万米ドル（67百万円）及び0.0百万米ドル（1百万円）でし

た。当該0.5百万米ドル（67百万円）の増加は、主として長期性預金の期日前解約による違約金です。 
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（2） 連結財政状態に関する定性的情報 

当第1四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期が3.7百万米ドル（496百万円）のキャッシュ・アウトだ

ったのに対して、3.2百万米ドル（429百万円）のキャッシュ・アウトとなりました。前年同期比0.5百万米ドル（67百万円）の減少

は、主として四半期純損失が前年同期比で減少したこと並びに営業資産及び負債の変動によるものです。 

 

当第1四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に発生がなかったのに対して、長期性預金の払戻により

39.9百万米ドル（5,351百万円）のキャッシュ・インとなりました。 

 

2023年3月31日現在、当社の現金及び現金同等物は55.3百万米ドル（7,417百万円）、運転資本は53.3百万米ドル（7,149百万円）でし

た。本短信提出日現在、当社は、少なくとも2024年末までの間は事業運営にあたって十分な運転資本を確保しているものと考えていま

す。しかしながら、当社はこれらの資本の源泉が全ての研究開発プログラムを計画通りに実行するのに十分であることは保証できませ

ん。 

 

当社は、2019年8月23日付けで、B. Riley FBR, Inc. (B. Riley FBR)との間でATM新株販売代理契約（ATM契約）を締結しました。な

お、このATM契約は2022年8月26日に修正されました。ATM契約により、当社は B. Riley FBRを通じ、当社普通株式を発行価格総額75.0

百万米ドル（10,059百万円）を上限として随時売却することができます。B. Riley FBRを通じて普通株式を売却する場合には、1933年

証券法（その後の改正を含む）に基づき公布されたRule 415における定義上で「市場を通じた」株式発行とみなされるあらゆる方法に

て売却が実施されます。これらの方法には、NASDAQその他の既設の普通株式の売買市場で直接売却する方法、並びに、マーケットメー

カーを通じた売却方法が含まれます。また、当社の事前承認を前提に、B. Riley FBRは普通株式を相対取引で売却することもできま

す。当社は、B. Riley FBRに対して手数料として、ATM契約に基づき売却された普通株式による手取金総額の3.5％を上限として支払う

ことに合意しました。当社の手取金は、B. Riley FBRに売却される当社普通株式の数及び各取引における1株当たりの購入価格に左右

されます。 

 

当第1四半期連結累計期間及び前年同期において、ATM契約に基づく普通株式の売却はありませんでした。 

 

 

（3） 連結業績予想に関する定性的情報 

2023年12月期の連結業績予想につきましては、具体的な売上高及び営業利益の予想値を公表することが、当社が進めております提携及

び導出活動における価値の 大化を阻害する要因となる可能性が想定されます。 

また、提携契約の締結に至った場合、契約の内容によっては2023年12月期において見込んでいる研究開発費の一部が相手方負担となる

可能性もありますため、連結業績の合理的な予測が困難な状況であります。 

これらの点を考慮し、現時点においては今期の業績予想を記載しておりませんが、判明次第速やかにお知らせいたします。 
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2. サマリー情報（その他）に関する事項 

（1） 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 

税金費用の計算 

税金費用について、当連結会計年度の税引前当期純損失に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期純損

失に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 
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3. 四半期要約連結財務諸表等 

（1） 四半期要約連結貸借対照表 

 

当第1四半期 

連結会計期間末 

(2023年3月31日) 

(未監査) 

前連結会計年度 

(2022年12月31日) 

金額（米ドル) 金額（米ドル) 

（資産）   

流動資産：   

現金及び現金同等物 55,259,368 18,505,493 

前払費用及びその他の流動資産 775,030 499,403 

長期性預金 – 39,982,213 

流動資産合計 56,034,398 58,987,109 

のれん 9,600,240 9,600,240 

仕掛研究開発費(IPR&D) 4,800,000 4,800,000 

有形固定資産(純額) 41,144 45,269 

使用権資産 579,594 629,495 

その他の非流動資産 77,469 92,792 

資産合計 71,132,845 74,154,905 

（負債及び株主資本）   

流動負債：   

買掛債務 585,065 424,646 

未払債務及びその他の流動負債 1,988,160 2,605,308 

オペレーティング・リース負債 142,197 157,505 

流動負債合計 2,715,422 3,187,459 

繰延税金負債 201,792 201,792 

その他の非流動負債 489,379 523,619 

負債合計 3,406,593 3,912,870 

契約債務及び偶発債務   

株主資本：   

普通株式 額面0.001米ドル 49,046 49,046 

（授権株式数）  (100,000,000株)  (100,000,000株) 

（発行済株式数）  (49,046,246株)  (49,046,246株) 

払込剰余金 477,841,714 477,438,451 

その他の包括損失累計額 △ 116,827 △ 115,285 

累積欠損 △ 410,047,681 △ 407,130,177 

株主資本合計 67,726,252 70,242,035 

負債及び株主資本合計 71,132,845 74,154,905 

 

添付の注記を参照のこと 
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（2） 四半期要約連結損益及び包括利益計算書（未監査） 

【第1四半期連結累計期間】 

 

当第1四半期 

連結累計期間 

(自 2023年1月1日 

   至 2023年3月31日) 

前第1四半期 

連結累計期間 

(自 2022年1月1日 

   至 2022年3月31日) 

金額（米ドル) 金額（米ドル) 

営業費用：   

研究開発及びパテント費 1,476,676 2,111,996 

一般管理費 1,486,567 1,298,016 

営業費用合計 2,963,243 3,410,012 

営業損失 △ 2,963,243 △ 3,410,012 

受取利息 509,046 37,339 

その他の費用 △ 463,307 △ 13,744 

四半期純損失 △ 2,917,504 △ 3,386,417 

   

当社株主に帰属する四半期純損失 △ 2,917,504 △ 3,386,417 

基本及び希薄化後1株当たり四半期純損失 △ 0.06  △ 0.07 

基本及び希薄化後1株当たり四半期純損失の計算に

使用した株式数 
49,046,246株  49,043,246株 

   

当社株主に帰属する四半期純損失 △ 2,917,504 △ 3,386,417 

その他の包括損失（税引後）   

為替換算調整勘定 △ 1,542 △ 7,435 

四半期包括損失 △ 2,919,046 △ 3,393,852 

 

添付の注記を参照のこと 
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（3） 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 
 

（4） 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

ATM新株販売代理契約と第三者割当増資 

当社は、2019年8月23日付けで、B. Riley FBR, Inc. (B. Riley FBR)との間でATM新株販売代理契約（ATM契約）を締結しました。な

お、このATM契約は2022年8月26日に修正されました。ATM契約により、当社は B. Riley FBRを通じ、当社普通株式を発行価格総額75.0

百万米ドル（10,059百万円）を上限として随時売却することができます。B. Riley FBRを通じて普通株式を売却する場合には、1933年

証券法（その後の改正を含む）に基づき公布されたRule 415における定義上で「市場を通じた」株式発行とみなされるあらゆる方法に

て売却が実施されます。これらの方法には、NASDAQその他の既設の普通株式の売買市場で直接売却する方法、並びに、マーケットメー

カーを通じた売却方法が含まれます。また、当社の事前承認を前提に、B. Riley FBRは普通株式を相対取引で売却することもできま

す。当社は、B. Riley FBRに対して手数料として、ATM契約に基づき売却された普通株式による手取金総額の3.5％を上限として支払う

ことに合意しました。当社の手取金は、B. Riley FBRに売却される当社普通株式の数及び各取引における1株当たりの購入価格に左右

されます。 

 

当第1四半期連結累計期間及び前年同期において、ATM契約に基づく普通株式の売却はありませんでした。 
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（5） アメリカ合衆国と日本国における会計原則及び会計慣行の主要な違い 

当該四半期要約連結財務情報は米国において一般に公正妥当と認められる期中財務情報の為の会計原則（米国会計基準）に準拠して作

成されています。従って同要約連結財務諸表は、日本において一般に公正妥当と認められる会計原則（日本会計基準）に準拠して作成

された要約連結財務諸表と比較して、会計原則、会計慣行及び表示方法が異なっています。米国会計基準と日本会計基準の主な相違点

は以下のとおりであります。 

 

株式に基づく報酬  

米国においては、ASC 718「株式報酬」により、ストック・オプション等の株式報酬を財務諸表上の費用として認識することを要求し

ています。付与日における公正価値を測定対象として報酬費用を決定し、必要な役務提供期間にわたって認識されます。日本において

は、報酬として従業員等に付与したストック・オプションは、公正な評価額に基づいて報酬に対する必要役務提供期間にわたって費用

として認識され、対応する金額はストック・オプションの権利の行使または失効が確定するまでの間、貸借対照表の純資産の部に新株

予約権として計上されます。 

 

研究開発活動のために支払った前渡金の会計処理 

米国においては、ASC 730「研究開発取り決め」により、将来の研究開発活動のために利用又は提供される商品又はサービスに対して

支払った払戻不能の前渡金を繰延べ、回収可能性の評価を前提に、当該商品の引渡期間又は関連サービスの提供期間にわたって償却し

ます。日本においては、そのような会計処理は求められていません。 

 

のれんの会計処理 

米国においては、ASC 350「無形資産‐のれん及びその他」により、のれんは償却せず、少なくとも年に一度、および減損兆候の発生

の都度、減損テストを実施することが要求されています。ただし、減損テストを行う前に定性的な評価を行い、のれんの公正価値が帳

簿価額を下回る可能性が高くない場合は、減損テストに進まないことが容認されます。減損が認識された場合、のれんの帳簿価額に対

して公正価値までの評価減を行います。日本においては、のれんはその効果が及ぶ20年以内の期間にわたって定額法、その他の合理的

な方法により規則的に償却され、また減損の兆候がある場合には減損テストが実施されますが、年に一度の減損テストは求められてい

ません。 

 

リース（借手）の会計処理 

米国においては、ASC 842「リース」により、借手は従前の基準においてオペレーティング・リースとして区分されてきたリースにつ

いて、リース資産及びリース負債を認識することになっています。この新基準により確立された使用権モデルによれば、借手はリース

期間が12カ月を超えるリースすべてについて、使用権資産とリース負債を貸借対照表に計上することが義務づけられています。日本に

おいては、オペレーティング・リースの借手は、支払リース料を費用計上しますが、リース資産やリース負債を貸借対照表に計上する

ことは求められていません。 

 

後発事象に係る開示 

米国ではASC 855.10「後発事象」により、年度末後から財務諸表が発行されるまで、又は発行が可能になるまでの期間に発生した事象

の会計処理及び開示方法が規定されています。当基準において後発事象の評価対象となる期間（財務諸表発行日又は発行が可能になる

日を終了日とする何れかの期間）及びその期間の選定根拠の開示が義務付けられています。日本においては、決算日後に発生した会社

の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす会計事象のうち、監査報告書日までに発生した後発事象について

会計処理及び開示方法に関する監査上の取扱いが規定されています。 
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4. 四半期要約連結財務諸表（日本円換算） 

2023年4月28日現在の三菱UFJ銀行の対顧客電信直物相場の仲値に基づき、1米ドル=134.13円で円換算した四半期要約連結財務諸表は次

の通りです。記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

（1） 四半期要約連結貸借対照表 

 

当第1四半期 

連結会計期間末 

(2023年3月31日) 

(未監査) 

前連結会計年度 

(2022年12月31日) 

金額（千円) 金額（千円) 

（資産）   

流動資産：   

現金及び現金同等物 7,411,939 2,482,141 

前払費用及びその他の流動資産 103,954 66,984 

長期性預金 － 5,362,814 

流動資産合計 7,515,893 7,911,940 

のれん 1,287,680 1,287,680 

仕掛研究開発費(IPR&D) 643,824 643,824 

有形固定資産(純額) 5,518 6,071 

使用権資産 77,740 84,434 

その他の非流動資産 10,390 12,446 

資産合計 9,541,048 9,946,397 

（負債及び株主資本）   

流動負債：   

買掛債務 78,474 56,957 

未払債務及びその他の流動負債 266,671 349,449 

オペレーティング・リース負債 19,072 21,126 

流動負債合計 364,219 427,533 

繰延税金負債 27,066 27,066 

その他の非流動負債 65,640 70,233 

負債合計 456,926 524,833 

契約債務及び偶発債務   

株主資本：   

普通株式 額面0.001米ドル 6,578 6,578 

（授権株式数）  (100,000,000株)  (100,000,000株) 

（発行済株式数）  (49,046,246株)  (49,046,246株) 

払込剰余金 64,092,909 64,038,819 

その他の包括損失累計額 △ 15,670 △ 15,463 

累積欠損 △ 54,999,695 △ 54,608,370 

株主資本合計 9,084,122 9,421,564 

負債及び株主資本合計 9,541,048 9,946,397 
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（2） 四半期要約連結損益及び包括利益計算書（未監査） 

【第1四半期連結累計期間】 

 

当第1四半期 

連結累計期間 

(自 2023年1月1日 

   至 2023年3月31日) 

前第1四半期 

連結累計期間 

(自 2022年1月1日 

   至 2022年3月31日) 

金額（千円) 金額（千円) 

営業費用：   

研究開発及びパテント費 198,066 283,282 

一般管理費 199,393 174,102 

営業費用合計 397,459 457,384 

営業損失 △ 397,459 △ 457,384 

受取利息 68,278 5,008 

その他の費用 △ 62,143 △ 1,843 

四半期純損失 △ 391,324 △ 454,220 

   

当社株主に帰属する四半期純損失 △ 391,324 △ 454,220 

基本及び希薄化後1株当たり四半期純損失 △ 8 △ 9 

基本及び希薄化後1株当たり四半期純損失の計算に

使用した株式数 
49,046,246株  49,043,246株 

   

当社株主に帰属する四半期純損失 △ 391,324 △ 454,220 

その他の包括損失（税引後）   

為替換算調整勘定 △ 206 △ 997 

四半期包括損失 △ 391,531 △ 455,217 

 

 


